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連結注記表

　

Ⅰ　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　１. 連結の範囲に関する事項

　 子会社は全て連結しております。

　 連結子会社の数 28社

　 主要な連結子会社の名称は次のとおりであります。

OBARA㈱

OBARA (NANJING) MACHINERY & ELECTRIC CO.,LTD.

OBARA (SHANGHAI) CO.,LTD.

OBARA KOREA CORP.

OBARA CORP. USA

スピードファム㈱

スピードファム長野㈱

スピードファムクリーンシステム㈱

㈱プレテック

SPEEDFAM MECHATRONICS (NANJING) LTD.

SPEEDFAM INC.

2019年９月30日付で連結子会社である株式会社ピーティーシーエンジニアリン

グは、同じく連結子会社である株式会社プレテックを存続会社とする吸収合併

により消滅したため、連結の範囲から除いております。

　２. 持分法の適用に関する事項

　 該当事項はありません。

　３. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、OBARA (NANJING) MACHINERY & ELECTRIC CO.,LTD.、OBARA

(SHANGHAI) CO.,LTD.、OBARA MEXICO, S.DE R.L.DE C.V.、LLC OBARA RUS、

SPEEDFAM MECHATRONICS（NANJING) LTD. 及 び SPEEDFAM MECHATRONICS

(SHANGHAI) LTD. の決算日は 12月 31日であり、OBARA INDIA PVT LTD. 及び

SPEEDFAM（INDIA）PVT LTD.の決算日は３月31日であります。連結計算書類の作

成に当たっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用し

ております。

なお、当連結会計年度において、ONSE INC.は、決算日を９月30日に変更し、連

結決算日と同一となっております。
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　４. 会計方針に関する事項

　 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

(イ)有価証券

その他有価証券

　 時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

(ロ)たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

主として総平均法による原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

を採用しております。

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

(イ)有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社については、主として定率法を採用し、在外連結子

会社は主として定額法を採用しております。

但し、当社及び国内連結子会社の1998年４月１日以降に取得した建物(建物附

属設備は除く)並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物

については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　 建物及び構築物 ３年～60年

　 機械装置及び運搬具 ２年～11年

(ロ)無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

但し、ソフトウェア（自社利用) については、社内における利用可能期間

（５年以内）に基づく定額法を採用しております。

　 (3) 重要な引当金の計上基準

(イ)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績

率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。

(ロ)賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度の必要

額を計上しております。

― 3 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年11月21日 10時11分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



(ハ)役員賞与引当金

役員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(ニ)役員退職慰労引当金

当社及び役員退職慰労金制度のある連結子会社において、役員の退職慰労金

の支出に備えるため、会社内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上し

ておりましたが、会社内規を改訂し、役員退職慰労引当金の新規積立を停止

するとともに、従来の慰労金相当額につきましては支給時に取崩しておりま

す。

　 (4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

(イ) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

(ロ) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は期中平均為替相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部の「為替換算調整勘定」及び「非支配株主持分」に含めてお

ります。

(ハ) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の定額法により償却しております。但し、

金額が僅少な場合は、発生時に一括償却しております。

(ニ) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

(ホ) 退職給付に係る会計処理の方法

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職

給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法

を適用しております。
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Ⅱ 会計方針の変更に関する注記

(IFRS第９号（金融商品）及びIFRS第15号（顧客との契約から生じる収益）の適

用)

米国以外の在外連結子会社において、当連結会計年度よりIFRS第９号（金融商

品）及びIFRS第15号（顧客との契約から生じる収益）を適用しております。当該

会計基準の適用が連結計算書類に及ぼす影響は軽微であります。

Ⅲ 表示方法の変更に関する注記

　 (「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２

月16日）に伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法

務省令第５号 2018年３月26日）を当連結会計年度の期首から適用し、繰延税金

資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示

する方法に変更しました。

　 (連結貸借対照表関係)

前連結会計年度において、「流動資産」の「受取手形及び売掛金」に含めていた

「電子記録債権」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記す

ることとしております。

なお、前連結会計年度における「電子記録債権」の金額は3,176百万円でありま

す。

Ⅳ 連結貸借対照表に関する注記

１．担保提供資産

　現金及び預金 0百万円

　投資その他の資産のその他 19百万円

　 計 20百万円

　 担保提供資産に対応する債務

　短期借入金 9百万円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 14,293百万円

３. 受取手形裏書譲渡高及び電子記録債権譲渡高

　受取手形裏書譲渡高 52百万円

　電子記録債権譲渡高 1,444百万円

　 計 1,497百万円
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Ⅴ 連結株主資本等変動計算書に関する注記

　１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普 通 株 式 20,869,380株

　２． 剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の

総額(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2018年12月21日
定時株主総会

普通株式 1,264 70 2018年９月30日 2018年12月25日

2019年５月９日
取締役会

普通株式 722 40 2019年３月31日 2019年６月10日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会

計年度となるもの

決 議
株式の
種 類

配当の
原 資

配当金の
総額(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2019年12月20日
定時株主総会

普通
株式

利益
剰余金

1,261 70 2019年９月30日 2019年12月23日

　
　３． 新株予約権に関する事項

会社名 内訳
目的となる

株式の種類

目的となる株式の数（株） 当連結会計

年度末残高

（百万円）
当連結会計

年度期首
増加 減少

当連結会計

年度末

提出会社

2020年満期
ユーロ円建
転換社債型
新株予約権
付社債
(注1、2、3)

普通株式 778,781 7,055 － 785,836 －

(注) １ 新株予約権の目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合に
おける株式数を記載しております。

２ 目的となる株式の数の増加は、転換価額の調整によるものであります。
３ 転換社債型新株予約権付社債は、一括法によっております。
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Ⅵ 金融商品に関する注記

１.金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金の運用につきましては、安全性の高い金融商品で運用し

ております。また、資金調達につきましてグループ内での余資の有効活用又は銀

行借入により調達する方針であります。デリバティブにつきましては、相場変動

によるリスクを軽減・回避又はヘッジするため実需の範囲でのみ行い、投機目的

では行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスク

に晒されております。また、グローバルに事業を展開していることから生じる外

貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。

　有価証券は、手元資金として信用リスクの少ない譲渡性預金及び公社債投信等

で安全性と流動性の高い金融商品であります。また、投資有価証券は、市場価格

の変動リスクに晒されておりますが、定期的に市場価格の変動等を把握しており

ます。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、

その一部には、外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されております。

　１年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債は自己株式取得及び設備投資に

係る資金調達であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、社内規程に従い営業債権について、取引先ごとに期日及び残

高管理を定期的にモニタリングするとともに、財務状況等の悪化等による回収懸

念の早期把握や軽減を図っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

外貨建債権及び債務に係る為替変動リスクを低減するため、為替予約取引を利

用しております。

　有価証券については、主に資金運用目的で保有している譲渡性預金及び公社債

投信等で、金利変動リスクの小さなもので運用しております。投資有価証券につ

いては、定期的に時価を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を検討

しております。

　連結会計年度において、為替や金利等の変動リスクを回避するためのデリバテ

ィブ取引・残高はありません。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）

の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき資金担当部門が、適時に資金繰計

画を作成・更新することにより、流動性リスクを管理しております。

― 7 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年11月21日 10時11分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には

合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要

因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が

変動することがあります。

２.金融商品の時価等に関する事項

2019年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。
　

連結貸借
対照表計上額
（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

（1）現金及び預金 23,147 23,147 －

（2）受取手形及び売掛金 12,738

（3）電子記録債権 4,149

　 貸倒引当金（※1） △290

16,597 16,597 －

（4）有価証券 1,301 1,301 －

（5）投資有価証券

　 その他有価証券 1,677 1,677 －

資 産 計 42,723 42,723 －

（1）支払手形及び買掛金 4,603 4,603 －

（2）１年内償還予定の転換
社債型新株予約権付社
債

7,007 6,916 △91

負 債 計 11,610 11,519 △91

（※1）受取手形及び売掛金並びに電子記録債権に対して計上している貸倒引当金を控

除しております。
　
(注)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

　（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、並びに（3）電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

　（4）有価証券

有価証券は譲渡性預金及び公社債投信等であり、短期間で期日が到来するため

時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　（5）投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の

価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。
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負債

（1）支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

（2）１年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債

１年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債の時価は、元利金の合計額を、

同様の新規発行を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定

しております。

Ⅶ １株当たり情報に関する注記

１. １株当たり純資産額 2,773円93銭

２. １株当たり当期純利益 414円17銭

　

Ⅷ その他の注記

　(企業結合等関係)

取得による企業結合

企業結合に係る暫定的な処理の確定

2018年７月18日に行われたONSE INC.との企業結合について、前連結会計年度に

おいて暫定的な会計処理を行っておりましたが、当連結会計年度に確定しており

ます。

この暫定的な会計処理の確定に伴い、取得原価の当初配分額に重要な見直しが

反映されております。

この結果、暫定的に算定されたのれんの金額314百万円（3,077百万韓国ウォン）

は、会計処理の確定により42百万円（414百万韓国ウォン）減少し、272百万円

（2,663百万韓国ウォン）となるとともに無形固定資産のその他が55百万円増加し

ております。
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個別注記表

　

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１. 有価証券の評価基準及び評価方法

　 (1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定) を採用しております。

時価のないもの

　 移動平均法による原価法を採用しております。

　２. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

但し、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用し

ております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　建物 10年～50年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

但し、ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５

年以内）に基づく定額法を採用しております。

　３. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の必要額を計

上しております。

(3) 役員賞与引当金

役員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
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(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、会社内規に基づく当事業年度末要支給

額を計上しておりましたが、会社内規を改訂し、役員退職慰労引当金の新規積

立を停止するとともに、従来の慰労金相当額につきましては支給時に取崩して

おります。

　４. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 (1) 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　 (2) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

　 (3) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
　

Ⅱ　表示方法の変更に関する注記

　 (「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２

月16日）に伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法

務省令第５号 2018年３月26日）を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産

は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する

方法に変更しました。

Ⅲ　貸借対照表に関する注記

１. 有形固定資産の減価償却累計額 1,325百万円

２. 保証債務残高

下記関係会社の取引債務の保証を行っております。

スピードファム㈱ 136百万円

３. 関係会社に対する金銭債権及び債務

短期金銭債権 674百万円

短期金銭債務 19百万円
　
Ⅳ　損益計算書に関する注記

　 関係会社との取引高

営業取引以外の取引高 17百万円
　
Ⅴ　株主資本等変動計算書に関する注記

　 当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 2,846,961株
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Ⅵ　税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産

繰越欠損金 111百万円

関係会社株式 176百万円

関係会社出資金 10百万円

会員権評価損 18百万円

投資有価証券評価損 16百万円

賞与引当金 5百万円

資産除去債務 11百万円

減損損失 1百万円

役員退職慰労引当金 0百万円

その他 21百万円

繰延税金資産小計 375百万円

評価性引当額 △340百万円

繰延税金資産合計 34百万円

　 繰延税金負債

譲渡損益調整 △30百万円

資産除去債務に対応する除去費用 △0百万円

その他有価証券評価差額金 △98百万円

繰延税金負債合計 △129百万円

繰延税金負債の純額 △94百万円
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Ⅶ　関連当事者との取引に関する注記

　子会社等
(単位：百万円)

属 性 会 社 等 の 名 称
議決権等の
所 有 割 合

（％）

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子 会 社

OBARA㈱ 直接 100.0 グループ会社
役員の兼任等 事業運営費の受取(注１) 144 ― ―

グループファイナ
ンスによる資金の
運用(注２)

△418
関係会社
短期借入金

1,884

利息の支払(注２) 5 ― ―

スピードファム㈱ 直接 100.0 グループ会社
役員の兼任等

事業運営費の受取(注１) 48 ― ―

グループファイナ
ンスによる資金の
運用(注２)

100
関係会社
短期貸付金

180

利息の受取(注２) 4 ― ―

利息の支払(注２) 0 ― ―

スピードファム
クリーンシステム㈱

間接 100.0 グループ会社
役員の兼任等

グループファイナ
ンスによる資金の
運用(注２)

65
関係会社
短期借入金

850

利息の支払(注２) 2 ― ―

スピードファム長野
㈱

間接 100.0 グループ会社
役員の兼任等

グループファイナ
ンスによる資金の
運用(注２)

△71
関係会社
短期貸付金

439

利息の受取(注２) 2 ― ―

㈱プレテック 直接 99.6 グループ会社
役員の兼任等

グループファイナ
ンスによる資金の
運用(注２)

△650
関係会社
短期借入金

350

利息の受取(注２) 0 ― ―

利息の支払(注２) 0 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針

(注１) 事業運営費用につきましては、一般取引と同じ条件に基づき決定しておりま

す。

(注２) グループファイナンスによる資金の運用に係る金利は、市場金利を勘案して

合理的に決定しております。なお、取引金額は期中の増減の純額を記載して

おり、当期末の関係会社貸付金が前期末残高より減少している場合及び短期

借入金残高が前期末残高より増加している場合には△で記載しております。

(注３) 取引金額には消費税等を含めておりません。

Ⅷ　１株当たり情報に関する注記

１. １株当たり純資産額 728円85銭

２. １株当たり当期純利益 167円45銭
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